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令和６年９月２６日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官  

令和５年（ワ）第７０６１９号 損害賠償請求本訴事件（以下「本訴事件」という。） 

令和６年（ワ）第７００４７号 損害賠償請求反訴事件（以下「反訴事件」という。） 

口頭弁論終結日 令和６年７月１日 

判       決 5 

      本訴原告兼反訴被告     Ａ 

      本訴被告兼反訴原告     日鉄テクノロジー株式会社 

同訴訟代理人弁護士     増 井 和 夫 

同             橋 口 尚 幸 

同             齋  藤  誠 二 郎 10 

主       文 

１ 本訴原告兼反訴被告の本訴請求のうち、特許権が原告に帰属するこ

との確認を求める訴えを却下する。 

２ 本訴原告兼反訴被告のその余の本訴請求及び本訴被告兼反訴原告の

反訴請求をいずれも棄却する。 15 

３ 訴訟費用は、本訴事件については本訴原告兼反訴被告の負担とし、

反訴事件については、本訴被告兼反訴原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

１ 本訴事件 20 

⑴ 本訴被告兼反訴原告（以下「被告」という。）は、本訴原告兼反訴被告（以

下「原告」という。）に対し、７８１万円及びこれに対する令和５年１１月

１５日から支払済みまで年３分の割合による金員を支払え。  

⑵ 別紙特許目録（本件発明）記載の特許（以下「本件特許」といい、本件特

許に係る発明を「本件発明」という。）に係る特許権（以下「本件特許権」25 

という。）が原告に帰属することを確認する。 
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２ 反訴事件 

原告は、被告に対し、５００万円及びこれに対する令和５年１０月２０日か

ら支払済みまで年３分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

本訴事件は、被告の元従業員である原告が、被告に対し、前訴において、本5 

件発明が被告の職務発明であり本件特許権が被告に帰属する旨の判断がされ

たため、本件特許に関して支払う必要のない費用を支出したと主張して、不法

行為に基づき、損害賠償金７８１万円及びこれに対する不法行為の後の日であ

る令和５年１１月１５日（訴状送達日の翌日）から支払済みまで民法所定の年

３分の割合による遅延損害金の支払を求めるとともに、本件特許権が原告に帰10 

属することの確認を求める事案である。 

反訴事件は、被告が、原告に対し、本訴事件の訴訟提起はこれまでの訴訟で

の判断を不当に蒸し返すものであり、不法行為を構成すると主張して、不法行

為に基づき、損害賠償請求の一部請求として５００万円及びこれに対する不法

行為の日である令和５年１０月２０日（本訴事件の提起日）から支払済みまで15 

民法所定の年３分の割合による遅延損害金の支払を求める事案である。 

 １ 前提事実（当事者間に争いのない事実並びに後掲各証拠及び弁論の全趣旨に

より容易に認められる事実をいう。） 

⑴  当事者 

原告は、平成２０年当時、新日本製鐵株式会社（その後日本製鉄株式会社20 

に商号変更しており、その前後を問わず、以下「日本製鉄」という。）の関

連会社であった株式会社日鐵テクノリサーチ（その後被告に吸収合併されて

おり、その前後を問わず、以下「被告」又は「テクノリサーチ社」という。）

に勤務していた者である（弁論の全趣旨）。 

⑵ 原告による発明 25 
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原告は、平成２０年、別紙出願目録（別件発明）記載の傾斜測定装置に係

る発明（以下「別件発明」という。）をした（甲５、乙５、弁論の全趣旨）。 

別件発明は、ドラフトサーベイ（喫水検査）に関するものである。ドラフ

トサーベイとは、船舶について、空荷の状態と積荷の状態の喫水（船底から

水面までの垂直距離）の差を調べることで、貨物の重さによって排除された5 

海水の容積を割り出し、運賃算定や商取引の基準となる積荷の重量を計算す

ることをいう。ドラフトサーベイは、港湾運送事業法２条１項７号所定の「鑑

定」に当たり、国土交通大臣の許可を受けた者しかその事業を行うことがで

きない（同法４条、３条６号）。（弁論の全趣旨） 

⑶ 日本製鉄による特許出願 10 

日本製鉄は、平成２２年１月４日、別件発明について、テクノリサーチ社

が有する特許を受ける権利を承継したとして、別紙出願目録（別件発明）記

載のとおり特許出願（以下「別件出願」という。）をした（甲５、乙５、弁

論の全趣旨）。 

特許庁審査官は、平成２６年１月２３日付けで、別件出願について拒絶査15 

定をした。これに対し、日本製鉄は、拒絶査定不服審判を請求しなかったた

め、上記拒絶査定は、同年４月２８日の経過をもって確定した（甲６、１８、

弁論の全趣旨）。 

⑷ 第一次訴訟 

原告は、平成２４年頃、日本製鉄に対し、日本製鉄が特許出願をした別件20 

発明について、原告が特許を受ける権利を有することの確認を求める訴えを

提起した（東京地方裁判所平成２４年（ワ）第１４９０５号）。 

東京地方裁判所は、平成２５年５月１６日、別件発明はテクノリサーチ社

の業務範囲に属し原告の職務に属するから、職務発明に当たり、別件発明に

ついて特許を受ける権利は、原告からテクノリサーチ社に承継されたとして、25 

請求棄却の判決を言い渡した。これを不服として、原告は、控訴したものの
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（知的財産高等裁判所平成２５年（ネ）第１００５４号）、知的財産高等裁

判所は、同年１１月２１日、控訴を棄却する旨の判決をし、その後同判決は

確定した。（以上につき、乙１の１・２、弁論の全趣旨 ） 

⑸ 第二次訴訟 

原告は、令和２６年頃、日本製鉄及び別件出願の願書に発明者の一人とし5 

て記載されていた者に対し、別件出願に係る発明者の記載の補正のほか、別

件発明が原告の単独発明であることの確認などを求める訴えを提起した（東

京地方裁判所平成２６年（ワ）第３６７２号）。 

東京地方裁判所は、平成２６年９月１１日、別件出願に係る拒絶査定が確

定しておりその手続は既に終了しているため補正を求めることはできないな10 

どとして、訴え却下及び請求棄却の判決を言い渡した。これを不服として、

原告は、控訴したものの（知的財産高等裁判所平成２６年（ネ）第１００９

９号）、知的財産高等裁判所は、平成２７年３月１１日、控訴を棄却する旨

の判決をし、その後同判決は確定した。（以上につき、乙２の１・２、弁論

の全趣旨） 15 

⑹ 原告による特許権の取得及び被告らによる異議の申立て  

ア 原告は、平成２７年４月１７日、本件発明について、同日を国際出願日

とする特許出願（特願２０１５－７９５８８）をし、同年１０月２３日、

特許権（本件特許権）の設定登録を受けた（甲８、９、乙６）。 

なお、本件発明は、上記⑵の別件発明と同一の発明に端を発するもので20 

ある（弁論の全趣旨）。 

イ 被告及び日本製鉄は、平成２８年６月２日、本件特許について、特許異

議の申立てをした。 

特許庁審判長は、平成２８年８月５日を起案日とする取消理由通知書に

おいて、原告に対し、特許請求の範囲の請求項１及び３に係る特許は特許25 

法２９条２項に違反してされたものであり、同法１１３条２号に該当し、
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取り消されるべきものである旨の取消理由を通知した。（以上につき、弁

論の全趣旨） 

ウ 原告は、上記イの取消理由の通知を受け、平成２８年９月１４日付けで、

特許請求の範囲の請求項１及び３を削除し、請求項４及び５に係る引用関

係を改め、請求項６ないし９を追加する旨の訂正請求をした。 5 

これに対し、特許庁審判官は、平成２８年１１月１６日、上記の訂正を

認めた上で、訂正後の特許請求の範囲の請求項２、４ないし９に係る特許

を維持し、請求項１及び３に係る特許についての特許異議の申立てを却下

する旨の決定をした。上記決定により、本件特許に係る特許請求の範囲は、

別紙訂正後の特許請求の範囲記載のとおり訂正された（別紙訂正後の特許10 

請求の範囲の下線部は訂正箇所であり、以下、訂正後の本件発明を「本件

訂正発明」ともいう。）。（以上につき、弁論の全趣旨） 

⑺ 第三次訴訟 

原告は、平成３０年１０月頃、日本製鉄及び被告に対し、別件発明に係る

傾斜測定装置は本件訂正発明の技術的範囲に属するから日本製鉄による傾斜15 

測定装置の使用又は販売が本件特許権の侵害に当たるなどと主張し、不法行

為に基づく損害賠償を求める訴えを提起した（東京地方裁判所平成３０年（ワ）

第３３１１８号）。 

東京地方裁判所は、令和元年７月１０日、別件発明に係る傾斜測定装置が

本件訂正発明の技術的範囲に属することを認めるに足りないなどとして、請20 

求棄却の判決を言い渡したため、これを不服として、原告は、控訴したとこ

ろ（知的財産高等裁判所令和元年（ネ）第１００５５号）、原告は、控訴審

において、日本製鉄が使用又は販売する傾斜測定装置（以下、控訴審判決の

表記に倣って被告装置Ａ及びＢと区分する。）のうち、被告装置Ａは本件訂

正発明９の技術的範囲に、被告装置Ｂは本件訂正発明２及び４の技術的範囲25 

に、それぞれ属するなどと主張した。 
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これに対し、知的財産高等裁判所は、令和２年１２月２日、日本製鉄が本

件特許権の設定登録日以降被告装置Ａを使用又は販売していた事実を認める

ことができず、また、被告装置Ｂは、本件訂正発明２、４の技術的範囲に属

するが、本件訂正発明２、４に係る本件特許には、特許法１２３条１項６号

に規定する無効理由があり、控訴人（本件の原告）は、同法１０４条の３第5 

１項により、本件特許権を行使することができないなどとして、控訴を棄却

する旨の判決をし、その後同判決は確定した。（以上につき、甲７、乙３の

１・２、乙４の１） 

⑻ 第四次訴訟 

原告は、令和３年１１月頃、本件訂正発明が職務発明であることを前提に、10 

被告に対し、特許法３５条４項に基づく相当の利益の支払を求める訴え（東

京地方裁判所令和３年（ワ）第２７５３６号）を提起した。  

東京地方裁判所は、令和４年９月１６日、本件訂正発明に係る通常実施権

を超える利益が被告に生じているとは認められないとして、原告の請求を棄

却する旨の判決をした。これを不服として、原告は、控訴したものの（知的15 

財産高等裁判所令和４年（ネ）第１００９９号）、知的財産高等裁判所は、

令和５年３月８日、控訴を棄却する旨の判決をし、その後同判決は確定した。

（以上につき、乙４の１・２） 

⑼ 原告による特許維持費用の支出 

原告は、本件特許についての出願手続費用、異議申立手続費用、令和５年20 

までの特許維持年金などの名目で、少なくとも合計７８１万円を支出した（甲

１０、以下、これらの支出を「本件特許維持費用等」という。）。 

２ 当事者の主張 

⑴ 本訴損害賠償請求について 

（原告の主張） 25 
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被告は、第三次訴訟において、別件発明について日本製鉄が特許を受けて

おり、当該特許権に基づいて傾斜測定装置を販売していると虚偽の事実を主

張した。その結果、第三次訴訟の控訴審において、本件特許が冒認出願であ

り無効であるという誤った判断がされ、原告は本件特許権を活用することが

できなくなった。原告は、本件特許維持費用等として少なくとも７８１万円5 

を支出したから、上記金額の賠償を求める。 

（被告の主張） 

否認ないし争う。 

⑵ 確認請求について 

（原告の主張） 10 

前記１⑶のとおり、別件出願は拒絶査定を受けてこれが確定しているにも

かかわらず、裁判所は、第三次訴訟において、日本製鉄が別件出願に係る特

許権を有しており、これに基づいて傾斜測定装置を使用、販売している旨の

事実認定に基づき、本件特許に係る出願が冒認出願であり、本件特許が無効

であると判断した。このような認定は事実誤認であり、本件発明は原告の自15 

由発明であるから、本件特許権は原告に帰属する。 

したがって、原告は、本件特許権が原告に帰属していることの確認を求め

る。 

（被告の主張） 

否認ないし争う。 20 

なお、上記確認請求は、本件発明が「職務発明」であるとの従前の訴訟の

判断を蒸し返すものであり、明らかに失当である。また、上記確認請求につ

いては、確認の利益の有無が争点となり得るが、その点は別にしても、原告

の主張が成り立たないのは、従前の訴訟経過からも明らかである。 

⑶ 反訴請求について 25 

（被告の主張） 
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原告は、第三次訴訟で本件発明が職務発明であると判断されたにもかかわ

らず、本件訴訟でその判断を蒸し返そうとするものである上、第四次訴訟の

第一審では、本件発明が職務発明に該当することを前提として相当の対価請

求をしていたにもかかわらず、当該請求が棄却されると、控訴審では本件発

明が自由発明である旨を再度主張するかのような態度を取っており、控訴審5 

で控訴棄却がされると、再度本訴事件で本件発明が自由発明である旨主張す

るものである。 

そうすると、本訴請求は、いずれも事実的、法律的根拠を欠く上、原告は

そのことを知り又は少なくとも通常人であれば容易にそのことを知り得たに

もかかわらず訴えを提起したものであるから、原告による本訴事件の訴訟提10 

起は、訴訟上の信義則に違反する極めて不当なものであり、不法行為を構成

する。そして、これによって、被告は、本訴事件への応訴を強制され、その

損害額は、社内担当者の人件費相当額及び弁護士費用相当額を併せると、概

算で数百万円を下らない。したがって、その一部請求として５００万円及び

これに対する遅延損害金の支払を求める。 15 

（原告の主張） 

 否認ないし争う。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 認定事実（後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実を認定するこ

とができる。） 20 

⑴ 原告は、平成１６年７月１日、日本製鉄から出向先であった被告に転籍し、

平成２１年６月３０日に定年退職となった後、同年７月１日から平成２２年

６月３０日まで被告と嘱託雇用契約を締結し、同年１２月１日から平成２３

年１２月３１日まで、被告のアルバイト従業員として稼働していた（弁論の

全趣旨）。 25 
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⑵ テクノリサーチ社は、平成１６年頃から、日本製鉄の委託を受けて、日本

製鉄の製鉄所に入港する原料船のドラフトサーベイの管理是正業務（喫水検

査管理是正業務）を行うようになった。日本製鉄との業務委託契約によりテ

クノリサーチ社が行うとされた業務の中には、日本製鉄の各製鉄所で喫水検

定項目が適切に行われていることの確認及び指導業務等があり、テクノリサ5 

ーチ社は、ドラフトサーベイに関する業務の厳正化に向けた改善活動の推進

を業務として行っていた。（乙１５ないし１８） 

⑶ 原告は、テクノリサーチ社において、ドラフトサーベイの改善活動に従事

していたが、平成１９年２月頃には、テクノリサーチ社における上記ドラフ

トサーベイ改善活動の一環として、「豪州定期船における問題点と是正対策10 

の概略（案）」と題する書面を作成し、ドラフトサーベイの現状に問題点が

あることを指摘した上で、抜取りでドラフトサーベイを実施すること、入港

時及び出港時に簡易サーベイを実施することなどの各種活動案を提示して

いた（乙１６、１７、１９、２０）。 

なお、ドラフトサーベイ自体は、港湾運送事業法２条１項７号にいう「鑑15 

定」に当たり、新日本検査協会をはじめとする国土交通大臣の認可を受けた

第三者の検査会社等によって行われている（乙２８）。 

⑷ 原告は、平成１９年１１月頃、日本製鉄の製鉄所のシーバースで水チュー

ブを利用した傾斜計を紹介され、この方法によると正確な測定をすることが

できるのではないかと考え、平成２０年２月頃、テクノリサーチ社において、20 

水チューブを利用したドラフト差測定装置を作成した。原告は、同時期に、

ドラフト差測定装置のために使用するホース、リール、スケール等の部材を

自ら購入していたところ、その費用について、テクノリサーチ社名義で領収

書の発行を受けた上で、テクノリサーチ社から支払を受けた。（乙２１、２

２） 25 
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⑸ 原告は、テクノリサーチ社の従業員という立場でメールを発出して船会社

の協力を得た上、平成２０年２月２２日、日本製鉄の製鉄所に入港した船舶

にテクノリサーチ社のドラフトサーベイ担当者及び日本製鉄の関係者と共

に乗船し、ドラフト差測定装置の試作品を用いた測定精度の調査等のテスト

を行ったが、測定液に水道水を用いたため、気泡が発生して正確な測量がで5 

きなかった（乙２１、２３、２４）。 

そして、原告は、平成２０年４月４日、日本製鉄の製鉄所に入港した船舶

に乗船してドラフト差測定装置のテストを行い、新日本検定協会への説明会

を実施し、翌５日からは大分に出張し、日本製鉄の製鉄所で船舶に乗船し、

オーストラリアにおけるドラフトサーベイについての水チューブの使用状況10 

について聞き取り調査を行い、それについての報告書を作成するとともに、

その出張旅費についてテクノリサーチ社から支払を受けた（乙２５、２６、

２７）。 

その後も、原告は、平成２３年１２月にテクノリサーチ社を退職するまで、

（住所は省略）にあるテクノリサーチ社における自らの職場及び日本各地の15 

日本製鉄の製鉄所において、ドラフト差測定装置の精度調査、取扱説明書の

作成などを行っていた（乙２１）。 

⑹ 平成１９年４月１日付けの被告の「特許等の発明考案規定」（以下「本件

発明考案規定」という。）には、次のとおり記載された規定がある（甲３、

乙１４）。 20 

１．定義 

①「発明考案」とは、社員がなした会社の業務範囲の属する発明、考案ま

たは意匠の創作をいう。 

②「社員」とは、従業員、役員、参与、顧問その他これらに準ずる者をい

う。 25 

③「発明考案者」とは発明考案をなした社員をいう。 



11 

 

３．帰属 

①発明考案者の会社における現在または過去の職務に属する発明考案につ

いては、その特許、実用新案登録および意匠登録を受ける権利並びに特

許権、実用新案権および意匠権は会社がこれを承継する。但し、会社が

その権利を承継する必要がないと認めたときはこの限りではない。 5 

２ 本訴損害賠償請求に関する主張に対する判断 

原告は、大要、第三次訴訟において、被告が、別件出願に係る特許を受けて

おりこれに基づいて傾斜測定装置を使用販売したという虚偽の主張をしたた

め、控訴審において本件特許が冒認出願であるという誤った判断がされたこと

から、本件特許維持費用等相当額の損害を被った旨主張する。 10 

しかしながら、証拠（乙３の１・２）及び弁論の全趣旨によれば、第三次訴

訟においても、別件出願が拒絶査定され、これが確定していたことは当然の前

提とされており、被告がこの前提について虚偽の主張をしたものとは認めるに

足りず、原告の主張は、その前提を欠く。その他に、改めて証拠を精査しても、

第三次訴訟において、被告が原告の権利を侵害する行為をしたものと認めるに15 

足りない。 

のみならず、第三次訴訟において、裁判所が、その判決の理由中の判断にお

いて、本件特許が冒認出願であるとして無効の抗弁を認めたため、原告が実質

的に本件特許権を活用できなくなったとしても、本件特許維持費用等は、原告

自らの判断で本件特許の出願、異議申立手続、特許維持等のために支出したも20 

のである。そうすると、その支出の原因は、被告の行為によるものではなく、

本件特許に係る原告の出願によるものである。そうすると、その支出と被告の

行為との間には、そもそも因果関係を認めることはできず、被告による違法性

もないものといえる。 

したがって、原告の主張は、採用することができない。  25 

３ 確認請求に関する主張に対する判断 
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⑴ 原告は、大要、第三次訴訟の控訴審判決がその理由中の判断において、本

件特許が冒認出願であり無効であると判断したのに対し、本件訴訟において、

本件特許が冒認出願ではなく有効である旨主張して、本件特許権が原告に帰

属することの確認を求めている。 

しかしながら、本件特許は原告を特許権者として有効に設定登録されてお5 

り、第三次訴訟の控訴審判決がその理由中の判断において、本件特許が冒認

出願であり無効であるという判断をしたとしても、当該判断によって本件特

許が対世的に無効となるものではない。そうすると、上記確認を求める訴え

は、必要性がなく訴えの利益を欠く。そもそも、原告の確認請求は、本件特

許が無効かどうかの対世効を前提として本件特許権の帰属確認を求めるもの10 

であるところ、特許法１２３条は、特許が無効かどうかは、一次的には特許

に関する高度な技術的専門性を有する特許庁が特許無効審判において判断す

る旨規定し、同法１７８条６項は、特許無効審判を経ずに直接裁判所に対し

上記の判断を求める訴えを提起することはできない旨規定している。そうす

ると、本件特許が無効かどうかの対世効を前提とした確認請求は、上記の各15 

規定の趣旨に反するものであり、不適法というべきである。 

したがって、原告の確認請求を求める訴えは、訴えの利益を欠くものとし

て又は特許法の趣旨に照らして不適法なものとして、却下を免れない。 

⑵ア 本件訴訟の経緯に鑑み、念のため、本件特許が冒認出願であるかどうか

を判断するに、本件発明が職務発明に該当するとして本件特許権が原告に20 

帰属するという原告の主張は、採用することができない。その理由は、次

のとおりである。 

なお、原告は、本件訂正発明の請求項２、４、５ないし９に係る発明は、

いずれも同時期にされたものであることを自認しているところ（第２回口

頭弁論調書参照）、次に掲げる認定判断は、全ての請求項に係る発明に当25 

てはまるものである。 
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イ 前記前提事実及び前記認定事実並びに弁論の全趣旨によれば、原告は、  

本件発明を行った平成２０年当時、テクノリサーチ社に在籍していたとこ

ろ、本件発明考案規定によれば、平成１９年４月１日時点で、会社の業務

範囲に属する発明で、かつ、従業員等の会社における現在又は過去の職務

に属する発明については、その特許を受ける権利は、テクノリサーチ社に5 

承継される旨の定めがあり、当該定めは、特許法３５条３項（平成２７年

法律第５５号による改正前のもの）所定の定めに該当する。 

そして、前記認定事実によれば、本件発明はドラフトサーベイに用いら

れるドラフト差測定装置に関するものであるところ、テクノリサーチ社は、

平成２０年当時、日本製鉄から委託を受けて、ドラフトサーベイの改善業10 

務を行っていたことが認められる。これらの事実の下においては、本件発

明のようなドラフト差測定装置を開発し、第三者の検査会社によって担わ

れるドラフトサーベイを改善することは、テクノリサーチ社の業務範囲に

属するものであると認めるのが相当である。 

また、前記認定事実によれば、原告は、テクノリサーチ社において、ド15 

ラフトサーベイの改善業務に従事しており、各検査会社等によって行われ

るドラフトサーベイの問題点を指摘して改善案を提示し、テクノリサーチ

社の経費でドラフト差測定装置の部材を調達したり、テクノリサーチ社の

従業員という立場で、テクノリサーチ社の費用負担の下、ドラフト差測定

装置のテストや各種調査を行うなどしたりしていたことが認められる。 20 

これらの事実の下においては、ドラフトサーベイの改善に資する本件発

明のようなドラフト差測定装置を発明することは、テクノリサーチ社にお

ける原告の職務に含まれると認めるのが相当である。 

したがって、本件発明は、特許法３５条にいう「職務発明」に該当する

と認めるのが相当である。 25 



14 

 

⑶ これに対し、原告は、次に掲げる主張をするものの、その前提を欠くもの

又は前記判断を左右しないものであり、いずれも採用の限りではない。 

ア 原告は、第三次訴訟において、被告が、別件出願に係る特許権を有さず、

これに基づく計器の所持、販売もしていなかったにもかかわらず、別件出

願に係る特許権を有するかのような虚偽の主張をするなど、裁判所を欺罔5 

する不正な行為をした結果、本件特許が冒認出願であるという本来あり得

ない判決がされたのであるから、第三次訴訟における裁判所の判断は無効

である旨主張する。しかしながら、前記２において説示したとおり、第三

次訴訟においても、別件出願が拒絶査定され、被告が別件出願に係る特許

権を有していなかったことは、裁判所の判断の前提とされていたのであり、10 

被告が裁判所を欺罔する不正な行為をしたものと認めるに足りない。 

イ 原告は、本件発明に係る経費を支出したのは被告ではなく日本製鉄であ

る旨主張する。しかしながら、証拠（乙２２）及び弁論の全趣旨によれば、

領収書はいずれも被告名義となっており、一次的には被告が費用負担して

いたものと認めるのが相当である。 15 

ウ 原告は、原告のテクノリサーチ社における職務は、単純労働者であり、

ドラフトサーベイのための装置を発明することは、原告の職務ではなかっ

た旨主張する。しかしながら、前記認定事実によれば、原告は、テクノリ

サーチ社においてドラフトサーベイの改善活動に従事しており、ドラフト

サーベイの改善に資する本件発明のようなドラフト差測定装置を発明する20 

ことは、同社における原告の職務であったと認めるのが相当であることは、

上記⑵において説示したとおりである。 

エ 原告は、本件発明考案規定は、研究者等に限り適用されるものであり、

本件発明考案規定が適用される研究者等が発明し、製造部署が製造・販売

しない限り、職務発明には当たらない旨主張する。しかしながら、前記認25 

定事実によれば、本件発明考案規定は、「社員」とは、従業員、役員、参
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与、顧問その他これらに準ずる者をいい、「発明考案者」とは、発明考案

をなした社員をいうものと定めている。そうすると、本件発明考案規定の

定めによれば、本件発明考案規定が研究者等に限り適用されると解するこ

とはできず、原告の主張は、独自の見解をいうものである。  

オ 原告は、本件訂正発明に係る特許を受ける権利については、協議や意見5 

の聴取がされておらず、発明報告書や譲渡同意書を作成していないし、対

価の支払も受けていないから、職務発明には当たらない旨主張する。しか

しながら、証拠（甲３、乙１４）及び弁論の全趣旨によれば、本件発明考

案規定は、テクノリサーチ社が特許を受ける権利を承継するに当たり、協

議や意見の聴取その他の原告主張に係る事情を要件とするものと認めるこ10 

とはできない。 

カ 原告は、検量と鑑定は、法律上異なるものであり、業務委託契約書で定

められたテクノリサーチ社の業務は、ドラフトサーベイを改善する業務に

当たらないし、仮にテクノリサーチ社がドラフトサーベイの改善業務を行

っていたとすると、日本鑑定検量協議会などの事業に不当に介入すること15 

になり、港湾運送事業法に違反する旨主張する。しかしながら、証拠（乙１

８）及び弁論の全趣旨によれば、日本製鉄とテクノリサーチ社との間に締

結された業務委託契約書には、「検量」という用語も使用されているもの

の、「第１条 目的 甲の製鐵所に入港する原料船の喫水検定管理実務につ

いて、乙は甲からの委託を受けて、これを遂行するものとする。」、「第２20 

条 委託業務 （中略）⑻甲の各製鐵所にて喫水検定項目が適切に行われて

いることの確認及び指導業務」と規定されるなど、ドラフトサーベイに関

する規定が設けられており、現に、テクノリサーチ社に所属していた原告

は、ドラフトサーベイの改善に関する書面を作成するなどしていたことが

認められる。そうすると、テクノリサーチ社は、日本製鉄からの委託を受25 

けて、ドラフトサーベイを改善する業務を行っていたものと認めるのが相
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当である。また、ドラフトサーベイ自体は、新日本検定協会その他の検査

会社等によって行われることは、前記１⑶において認定したとおりである

ものの、船舶に積載されている貨物の積載トン数を決定するに当たり、ド

ラフトサーベイの正確性などについて利害関係を有する日本製鉄やその関

連会社であるテクノリサーチ社が、ドラフトサーベイの改善活動すること5 

が、ドラフトサーベイ自体を実施するものといえないことは明らかである。

したがって、テクノリサーチ社がドラフトサーベイの改善活動をすること

が、日本鑑定検量協議会などの事業に不当に介入するものと認めることは

できない。 

キ 原告は、ドラフトサーベイの厳正化活動は、日本製鉄の業務であったな10 

どと縷々主張する。しかしながら、前記認定事実によれば、テクノリサー

チ社は、日本製鉄からの委託を受けてドラフトサーベイの改善活動をして

おり、ドラフトサーベイの厳正化活動が日本製鉄の業務であったものと直

ちに認めることはできず、仮に認められたとしても、前記判断を左右する

に至らない。 15 

ク 原告は、そのほかにも縷々主張するが、その実質は、独自の見解に立っ

て従前の訴訟における裁判所の判断を論難するものにすぎず、これらの主

張を改めて十分に精査しても、前記において説示したところを踏まえると、

前記認定を左右するものとはいえない。したがって、原告の主張は、いず

れも採用することができない。 20 

４ 反訴請求に対する判断 

被告は、原告は第三次訴訟で本件発明が職務発明であると判断されたにもか

かわらず、本件訴訟でその判断を蒸し返そうとするものである上、第四次訴訟

の第一審では、本件発明が職務発明に該当することを前提として相当の対価請

求をしていたにもかかわらず、当該請求が棄却されると、控訴審では本件発明25 

が自由発明である旨を再度主張するかのような態度を取っており、控訴審で控
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訴棄却がされると、再度本訴事件で本件発明が自由発明である旨主張するもの

であるから、原告による本訴事件の訴訟提起は、訴訟上の信義則に違反する極

めて不当なものであり、不法行為を構成すると主張する。 

そこで検討するに、民事訴訟を提起した者が敗訴の確定判決を受けた場合に

おいて、当該訴えの提起が相手方に対する違法な行為といえるのは、当該訴訟5 

において提訴者の主張した権利又は法律関係（以下「権利等」という。）が事

実的、法律的根拠を欠くものである上、提訴者が、そのことを知りながら又は

通常人であれば容易にそのことを知り得たといえるのにあえて訴えを提起し

たなど、訴えの提起が裁判制度の趣旨目的に照らして著しく相当性を欠くと認

められるときに限られるものと解するのが相当である（最高裁昭和６０年（オ）10 

第１２２号同６３年１月２６日第三小法廷判決・民集４２巻１号１頁参照）。 

これを本件についてみると、原告の主張した権利等のうち損害賠償請求に係

る部分については、原告は前訴を提起したことはなく、その提起内容に鑑みて

も、原告が、事実的、法律的根拠を欠くことを知りながら又は通常人であれば

容易にそのことを知り得たといえるのにあえて訴えを提起したものと認める15 

ことはできない。 

他方、原告の主張した権利等のうち確認請求に係る部分については、前記認

定事実によれば、第三次訴訟では、本件発明が職務発明であると判断されてい

るものの、原告の損害賠償請求に対する無効の抗弁における理由中の判断にす

ぎず、本件訴訟に係る確認請求とは訴訟物を異にするものであり、第四次訴訟20 

では、争点が対価請求の存否に限られており、職務発明該当性が正面から判断

されたものではない。 

これらの事情を踏まえると、原告が再び同種訴訟を提起した場合は格別、確

認請求に係る本件訴えの提起が裁判制度の趣旨目的に照らして著しく相当性

を欠くものとまで認めることはできない。したがって、被告の主張は、上記認25 



18 

 

定に係る事実関係を踏まえると、裁判を受ける権利の重要性に照らしても、採

用することができない。 

以上によれば、被告の反訴請求には理由がない。 

第４ 結論 

よって、本訴請求のうち確認を求める訴えはこれを却下することとし、その5 

余の本訴請求及び反訴請求は理由がないからこれらをいずれも棄却すること

として、主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第４０部 

 10 

 

裁判長裁判官 

                      

   中   島   基   至 

 15 

 

裁判官 

                      

   武   富   可   南 

 20 

 

裁判官 

                      

   坂   本   達   也 

  25 
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（別紙） 

特許目録（本件発明） 

 

 登 録 番 号    特許第５８２７７７５号 

 発 明 の 名 称    船舶の両舷ドラフト差測定装置 5 

出 願 日   平成２７年４月１７日 

出 願 番 号   特願２０１５－５３４８５４号 

登 録 日   平成２７年１０月２３日 

以上 

  10 
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（別紙） 

出願目録（別件発明） 

発 明 の 名 称   傾斜測定装置 

出 願 番 号    特願２０１０－１７号 

出 願 日    平成２２年１月４日 5 

特許出願公開番号    特開２０１１－１３７７７６号 

出 願 公 開 日    平成２３年７月１４日 

出 願 人    新日本製鐵株式会社 

以上 

  10 
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（別紙） 

訂正後の特許請求の範囲 

【請求項１】 

（削除） 

【請求項２】 5 

船舶の両舷のドラフト差を測定するべく，左舷と右舷にそれぞれ取付ける２つの液

位測定管（１１）と，前記２つの液位測定管（１１）を互いに連通させる連通ホー

ス（４１）と，前記連通ホース（４１）の中央部が固定されかつ左ホース部分（４

１ａ）と右ホース部分（４１ｂ）を同時に巻き取るドラム（５１）と，を備えた測

定装置（１）であって， 10 

前記ドラム（５１）の軸部材（５１ａ）の外周面上に固定された複数のシート片

から構成されかつ前記シート片同士の間の隙間により溝が形成されたホース保持シ

ート（４５）を有し， 

前記連通ホース（４１）の中央部は，前記ホース保持シート（４５）の前記溝に

嵌め込まれることにより前記ドラム（５１）に固定されることを特徴とする 15 

船舶の両舷のドラフト差測定装置。 

【請求項３】 

（削除） 

【請求項４】 

前記液位測定管（１１）及び前記連通ホース（４１）に充填される測定液（Ｗ）20 

が，水と着色されたエチレングリコールとからなり，着色されたエチレングリコー

ルは測定液（Ｗ）の３体積％～５体積％含まれることを特徴とする  

請求項２のいずれかに記載の船舶の両舷ドラフト差測定装置。 

【請求項５】 

前記液位測定管（１１）と前記連通ホース（４１）の間に接続された透明な弾性25 

体からなる空気抜き操作チューブ（１３）をさらに有し，前記空気抜き操作チュー



22 

 

ブ（１３）は前記連通ホース（４１）内に存在する空気を排出させるべく外部から

押圧操作されることを特徴とする 

請求項２又は４のいずれかに記載の船舶の両舷ドラフト差測定装置。 

【請求項６】 

船舶の両舷のドラフト差を測定するべく，左舷と右舷にそれぞれ取付ける２つの5 

液位測定管（１１）と，前記２つの液位測定管（１１）を互いに連通させる連通ホ

ース（４１）と，前記連通ホース（４１）の中央部が固定されかつ左ホース部分

（４１ａ）と右ホース部分（４１ｂ）を同時に巻き取るドラム（５１）と，を備え

た測定装置（１）であって， 

前記連通ホース（４１）の中央部をＵ字状に湾曲させて引っ掛けるために，前記10 

ドラム（５１）の軸部材（５１ａ）の外周面から突出するホース掛け突起（５１

ｃ）と， 

前記連通ホース（４１）の中央部に装着された樹脂製コイルスプリング（４２）

と，を有し， 

前記液位測定管（１１）及び前記連通ホース（４１）に充填される測定液（Ｗ）15 

が，水と着色されたエチレングリコールとからなり，着色されたエチレングリコー

ルは測定液（Ｗ）の３体積％～５体積％含まれることを特徴とする 

船舶の両舷ドラフト差測定装置。 

【請求項７】 

船舶の両舷のドラフト差を測定するべく，左舷と右舷にそれぞれ取付ける２つの20 

液位測定管（１１）と，前記２つの液位測定管（１１）を互いに連通させる連通ホ

ース（４１）と，前記連通ホース（４１）の中央部が固定されかつ左ホース部分

（４１ａ）と右ホース部分（４１ｂ）を同時に巻き取るドラム（５１）と，を備え

た測定装置（１）であって， 

前記連通ホース（４１）の中央部をＵ字状に湾曲させて引っ掛けるために，前記25 

ドラム（５１）の軸部材（５１ａ）の外周面から突出するホース掛け突起（５１
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ｃ）と， 

前記連通ホース（４１）の中央部に装着された樹脂製コイルスプリング（４２）

と，を有し， 

前記連通ホース（４１）及び前記樹脂製コイルスプリング（４２）を覆うように

前記軸部材（５１ａ）の周囲に巻き付けられ固定された補助固定テープ（４３）を5 

さらに有し， 

前記液位測定管（１１）及び前記連通ホース（４１）に充填される測定液（Ｗ）

が，水と着色されたエチレングリコールとからなり，着色されたエチレングリコー

ルは測定液（Ｗ）の３体積％～５体積％含まれることを特徴とする 

船舶の両舷ドラフト差測定装置。 10 

【請求項８】 

船舶の両舷のドラフト差を測定するべく，左舷と右舷にそれぞれ取付ける２つの

液位測定管（１１）と，前記２つの液位測定管（１１）を互いに連通させる連通ホ

ース（４１）と，前記連通ホース（４１）の中央部が固定されかつ左ホース部分

（４１ａ）と右ホース部分（４１ｂ）を同時に巻き取るドラム（５１）と，を備え15 

た測定装置（１）であって， 

前記連通ホース（４１）の中央部をＵ字状に湾曲させて引っ掛けるために，前記

ドラム（５１）の軸部材（５１ａ）の外周面から突出するホース掛け突起（５１

ｃ）と，前記連通ホース（４１）の中央部に装着された樹脂製コイルスプリング

（４２）と，を有し， 20 

前記液位測定管（１１）と前記連通ホース（４１）の間に接続された透明な弾性

体からなる空気抜き操作チューブ（１３）をさらに有し，前記空気抜き操作チュー

ブ（１３）は前記連通ホース（４１）内に存在する空気を排出させるべく外部から

押圧操作されることを特徴とする 

船舶の両舷ドラフト差測定装置。 25 

【請求項９】 
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船舶の両舷のドラフト差を測定するべく，左舷と右舷にそれぞれ取付ける２つの

液位測定管（１１）と，前記２つの液位測定管（１１）を互いに連通させる連通ホ

ース（４１）と，前記連通ホース（5 ４１）の中央部が固定されかつ左ホース部分

（４１ａ）と右ホース部分（４１ｂ）を同時に巻き取るドラム（５１）と，を備え

た測定装置（１）であって， 5 

前記連通ホース（４１）の中央部をＵ字状に湾曲させて引っ掛けるために，前記

ドラム（５１）の軸部材（５１ａ）の外周面から突出するホース掛け突起（５１

ｃ）と， 

前記連通ホース（４１）の中央部に装着された樹脂製コイルスプリング（４２）

と，を有し， 10 

前記連通ホース（４１）及び前記樹脂製コイルスプリング（４２）を覆うように

前記軸部材（５１ａ）の周囲に巻き付けられ固定された補助固定テープ（４３）を

さらに有し， 

前記液位測定管（１１）と前記連通ホース（４１）の間に接続された透明な弾性

体からなる空気抜き操作チューブ（１３）をさらに有し，前記空気抜き操作チュー15 

ブ（１３）は前記連通ホース（４１）内に存在する空気を排出させるべく外部から

押圧操作されることを特徴とする 

船舶の両舷ドラフト差測定装置。 

以上 


